別紙２

事　業　計　画　書
「審査のポイントの詳細」を踏まえながら、具体的に記載してください。
枠は適宜拡大してかまいませんが、フォントを変更せず、４ページ以内に収まるように記載してください。
なお、２－(6)については発注先企業の作成した資料を別紙として添付可とします。（４ページ以内とは別に）
※添付資料が別ファイルの場合は、「【社名】03事業計画書（別紙２）」をファイル名の先頭につけてください。

１　自社の現状と将来
	(1)自社のビジネスモデルについて（今回の事業に関わるものについて、簡潔に記載）

	

	(2)ＤＸが自社の業界に与えると予想される影響について（予想に幅がある場合は自社が備えるべき範囲内で極端な予想を記載）

	

	(3)自社の将来のビジョンと現状とのギャップについて（将来のビジョンは任意の時点を定めて記述）

	

	(4)自社のＤＸまたはデジタル化の現状について（以下の項目について、具体的かつ簡潔に記述）

	・推進する組織体制
・ＤＸまたはデジタル化に適した企業文化とその文化に寄与する具体的な仕組み・要因
・予算
・人材（含む外部人材の活用）
・資産（含む情報資産）
・補助対象事業以外でのデジタル化への取組



２　事業の概要
	(1)事業の具体的な内容（導入する機器・具体的なシステム内容などを箇条書きで簡潔に記載）
※必ず「収支計画明細書（別紙３）」の支出に記載した項目がどのように関わるか分かるように記載すること。
　機器等の選定理由は別途「選定理由書（別紙４）」で記載するため不要とする。

	・
・
・
・


	(2)事業により期待される効果（上記の具体的な内容に対応させたそれぞれの効果を簡潔に記載した上で、生産性向上・コスト削減・新たなサービス創出等について、事業全体として期待される総合的な効果を記載する）

	・
・
・
・
・事業全体として期待される効果


	(3)当事業の結果、生み出されるようになる情報資産について、内容・保管方法・活用方法

	

	(4)具体的な成果指標･測定方法（成果指標について現状値と目標値を記載（目標値については事業完了より３年以内の任意の時点を定めて記載すること）　他の要因による影響の排除までは記載しなくてよい）

	

	(5)事業実施に当たっての、役員など経営者の関与

	

	(6)事業実現の見込み・スケジュール（機器・システムの導入に必要な期間については、見積の際に確認するなど、必ず専門事業者の意見を参照すること）

	


